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２Ａ０１ 

画像診断機器と AIの融合に向けた MRI・CTメーカーの 

技術戦略に関する考察 

 

 
○有馬宏和（武蔵野大学），加納信吾（東京大学） 

 

 
1. 背景と目的 

深層学習の発展は 2006 年頃に始まり、特に
2012 年の ILSVRC（ ImageNet Large Scale 
Visual Recognition Challenge）での性能向上を
契機に、画像処理分野での応用可能性が飛躍的に

拡大した[1]。この技術的ブレークスルーは医療分
野にも大きな影響を与え、病変検出などを支援す

るコンピュータ支援診断（AI-CAD）の実用化が
2018 年頃から各国で進展し、規制ガイダンスの
整備も同時期に進められた[2]。米国食品医薬品局
（FDA）では 2023年 10月までに AIを活用した
医療機器が 691件承認され、その 7割以上が放射
線領域に関連している[3]。日本でも 2020年 10月
までに 11 件の承認が確認され、放射線科や消化
器科に関連する製品が含まれている[4]。 
磁気共鳴画像診断装置（以下、MRI）やコンピ

ュータ断層撮影（以下、CT）といった画像診断機
器における AI の応用は、画像取得、再構成、画
像解釈から臨床ケアまで多岐にわたる[5]。AI を
診断支援に活用する際には、不確実性やバイアス

に対処するための適切なデータ収集・品質管理が

必要となる[6]。そのため、撮像プロトコルや装置
仕様などハードウェア側の設計と AI ソフトウェ
アの共同設計が診断性能や安全性を左右するた

め、画像診断装置メーカー自身も AI 融合製品開
発に注力している。 
既存の技術要素を組み合わせて新たなハイブ

リッド技術を生み出す「技術融合」は、非直線的

かつ補完的・協調的な過程を通じて市場に革新的

な製品をもたらす[7]。技術融合プロセスは時間と

ともに変化するため、技術管理や政策立案におい

てその理解が不可欠である[8]。AI と既存技術の
融合を特許から観測した研究では、AIイノベーシ
ョンの促進が少数の国や組織に集中している課

題を、経営と政策の両面から解決すべきと指摘し

ている[9]。 
本研究は、ハードウェア技術と AI 技術がどの
ように融合してきたのかを明らかにすることを

目的に、MRI・CT メーカーの特許を分析し、出
願年や出願国の比較から企業ごとの技術軌道を

可視化することで、画像診断機器技術と AI の融
合の進展を検証する。 
 
2. 方法 

2.1. 事例の選定 

 本研究では、画像診断機器市場における代表的

なメーカーとして、MRIおよび CTの製造・販売
に関与する主要メーカー5 社を事例として選定し
た。各社の概要を表 1 に示す。MRI と CT は撮
像原理や装置設計に差異があるが、いずれも臨床

画像を生成し AI の学習データ源となる点で共通
するため、本研究では同一カテゴリとして扱う。 
 
2.2. 分析方法 

対象とする 5社はいずれも多事業を展開する多
国籍企業であり、MRI・CT 関連事業は主に当該
企業の医療機器子会社が担っている。AI は製造、
画像処理、データ管理、機器制御など広範な領域

に関与することから、特許検索は親会社および関

連子会社を含めた企業グループ単位で実施した。

企業名 本社所在地 設立 MRI・CTの取扱開始の経緯 AI機能の特徴
富士フイルム 日本 1934年 既往は医用画像管理システム等を提供。2019年にMRI・CT事

業の買収合意、2021年に買収完了（買収により診断装置分野
を強化）。

ノイズ低減・高速化（スキャン時間短縮）、自動臓器／病
変セグメンテーション、読影ワークフロー効率化。

キヤノン 日本 1937年 光学・映像技術から医療領域へ展開。2016年にMRI・CT関連
事業の買収を通じて本格参入。

低線量CTでの画質向上・低コントラスト検出能向上、MR
でのDL再構成による画質改善と高速化、撮像後解析支援。

GE(General
Electric)

米国 1892年 1978年に最初のCTシステムを設計。MRIは1983年に1.5T級高
磁場MRシステムを商用化。

複数アルゴリズムを統合、画像品質向上、読影ワークフ
ロー自動化、各種定量解析支援。

シーメンス
(Siemens)

ドイツ 1847年 1970年代にCT製品を市場投入。MRIはMAGNETOMシリーズ
等で1980年代初期に商用化。

多モダリティの読影支援（自動計測・定量化）、術前計測
／心機能解析、撮像後処理高速化

フィリップス
(Philips)

オランダ 1891年 1970〜80年代にCT/MRIを取り扱い始め、2001年の医療機器
関連企業買収等を通じて製品群を拡充。

低線量再構成、スキャン時間短縮、定量解析支援（心・
脳・肝・肺 等）、ワークフロー自動化

表表  11  分分析析対対象象企企業業のの概概要要  
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出願人名の表記ゆれや合併・買収に伴う名称変化

については、事前にグループ単位で統一して処理

した。 
発明の分類は分析の焦点を明確にするために

四群とし、各群に対応する IPC/CPC/FIコードを
表 2に示す。四群は以下の通りである。 
 A群（AIコア発明）：深層学習やサポートベ
クタマシン等の機械学習手法、知識ベース・

ファジィ論理等、AIの基盤となる情報処理技
術に特徴をもつ発明[10]。 

 B 群（AI 適用発明）：A 群の AI 基盤技術を
画像処理、機器制御、診断・検知・予測等の

具体的応用に適用した発明[10]。 
 C 群（画像診断発明）：X 線、放射線診断、

MRI等の撮像・再構成・画像処理に関する発
明で、人体の診断を目的とするもの[11]。 

 D群（企業全体発明）：当該企業グループが出
願した全特許（A・B・C群以外も含めた分野
を問わない総計）。 

 
表表  22  各各群群にに関関連連すするる特特許許分分類類  

 
 
量的指標として、最初に AI 関連発明を A∪B

と定義し、基本指標を企業全体に占める AI 関連
特許比率 N(A∪B)/N(D)とした。ただし、N(X)は
群 Xに含まれる特許件数を表す。この比率を画像
診断分野への注力度を反映する形で因子分解し、

次式で表す。 
𝑁𝑁(𝐴𝐴 ∪ 𝐵𝐵)
𝑁𝑁(𝐷𝐷) = 𝑁𝑁(𝐴𝐴 ∪ 𝐵𝐵)

𝑁𝑁(𝐶𝐶) × 𝑁𝑁(𝐶𝐶)
𝑁𝑁(𝐷𝐷) 

右辺第 1項は画像診断分野内での AI 関連の相
対的注力度を示し、第 2項は企業全体に対する画
像診断分野の注力度を示す。さらに AI 関連発明
の重心を把握するために、N(A)/N(C)および
N(B)/N(C) を算出し、画像診断発明で正規化した
比較を行った。 
対象出願国は日本、米国、欧州（EPO）および

PCTとし、期間は 2010年から 2021年とした。
年ごとのばらつきを平滑化するため区間を 3年ご
とに分け、4期に分類した。具体的には①2010～
2012 年（深層学習普及前期）、②2013～2015 年
（深層学習登場期）、③2016～2018年（深層学習
普及期）、④2019～2021年（AI医療機器承認期）。

特許抽出は表 2 で定めた FI/CPC 等による自動
検索を主として実施し、検索結果の代表サンプル

について手動で精度確認（分類精度の検証）を行

った。 
なお、データ収集と一時検索にはサイバーパテ

ント（株）提供の検索サービス「CyberPatent Desk」
を用い、集計・可視化には Excelを使用した。 
 
3. 結果 

3.1. 全体の傾向 

各社の出願国別の特許出願数N(D)およびAI関
連発明 N(A∪B)の割合を図 1 に示す。N(D)は、
各社の本社所在地で最も多く、次に米国での出願

数が多い傾向が見られた。一方、AI関連発明の国
別比率を見ると、日本での比率は概して低く、富

士フイルムおよびキヤノンでは日本での出願件

数自体は多いにもかかわらず、AI 関連比率は 1%
前後に留まっていた。他社でも日本の AI 比率は
概ね 0.4%〜1.8%の範囲であった。これに対して
米国および欧州での AI 関連出願比率は高く、富
士フイルム、シーメンス、フィリップスでは 6%
〜9%と比較的高い値を示した。PCT 出願の割合
は企業ごとに差があるが、フィリップスでは約

10%と他社より高く、国際的な権利保護を念頭に
置いた AI 技術の保護が顕著であった。 

 

 
図図  11  各各社社のの出出願願国国別別特特許許数数おおよよびび AAII 関関連連発発明明
のの割割合合（（22001100年年～～22002211年年集集計計））  
 
3.2. AIと画像診断の比率 

各社における出願国別の画像診断分野と比較

したときの AI 関連への相対的注力度（N(A∪
B)/N(C)）と企業が全体として画像診断機器分野
への注力度（N(C)/N(D)）を図 2 に示す。結果、
すべての出願国において時間経過とともに  AI 
関連への相対注力度は増加していることが確認

された。出願国別の傾向を見ると、日本では富士

フイルムとキヤノンが第 4 期において AI 注力

群 特許分類（FI、CPC） 参考文献
AIコア発明 G06N AI関連発明の出願状況調査 

報告書（特許庁）
AI適用発明 A61B1/045、G16H50/20

等、多数
AI関連発明の出願状況調査 
報告書（特許庁）

画像診断発明 H05G 1/00 〜 2/00 4C092
A61B 6/00 〜 6/14 4C093
A61B 5/055

審査官から見た医療診断機
器（特許庁技術懇話会）

企業全体発明 すべて ー
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度を高めていた一方で、米国では各社とも初期段

階から AI 注力度が高く、時間とともにさらに上
昇するパターンがみられた。欧州および PCT 出
願においてはシーメンスの AI 注力度が際立っ
て高く、対照的にフィリップスは比較的に画像診

断（C 群）への注力度が強い傾向が観察された。 
期間別では、第 1期から第 2期にかけて AI注

力度の上昇は緩やかであったが、第 3期から第 4
期にかけては急速に上昇する企業が多数見られ

た。企業別に第 1期から第 4期までの伸び率を比
較すると、キヤノンを除く 4社では多くの出願国
において AI 注力度の伸びが診断機器注力度の
伸びを上回る傾向が確認された。 

 
3.3. AIコア発明と AI適用発明 

 各社の出願国別における「AIコア発明（A群）
と画像診断発明（C群）の比率」と「AI適用発明
（B群）と画像診断発明（C群）の比率」を図 3
に示す。出願国別の傾向としては、日本では全社

とも B群比率が A群比率を上回る傾向が見られ、
一方で米国では全社が A群・B群とも高い比率を
示し、AI の基盤技術とその応用の双方で活発な

出願が行われていることが明らかになった。欧州

では企業によって傾向が分かれており、シーメン

スは A 群・B 群ともに高水準であるのに対し、
GEは A 群比率が相対的に高く、富士フイルムは 
B群比率が相対的に高い傾向が認められた。 
期間別に見ると、第 1期はどの企業・出願国で
も A群・B群比率がともに低水準だったが、第 4
期では全社的に両群とも高水準化しており、特に

米国および PCT 出願において両群が高水準に推
移する企業が確認された。 
企業別では、シーメンスが PCT出願での A群・

B群比率が高く、富士フイルムは欧州での B群比
率が相対的に高いなど、企業ごとに注力領域の違

いが明らかになった。 
 
4. 考察 

本研究は、MRI・CT というハードウェア領域
と AI というソフトウェア領域の融合を、主要メ
ーカー5 社の特許時系列データを用いて企業別・
出願国別に可視化し、技術軌道の違いを明示した。

先行研究では、特許引用の関係から、AIイノベー
ションのダイナミクスと技術進化のランドスケ

図図  22  各各社社のの AAII関関連連へへのの相相対対的的注注力力度度とと画画像像診診断断機機器器分分野野へへのの注注力力度度（（出出願願国国別別））  
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ープ分析[8]や他領域における技術融合軌跡の実
証解析[9]が行われているが、画像診断機器分野に
限定して企業横断かつ時系列でハード—ソフト融

合の知財的軌跡を示した研究は限られている。 
また、本研究は発明群の定義と比率の因子分解

を導入することで、AI注力度を「画像診断注力度
との関係」として解釈する枠組みを提示し、出願

国別・期間別比較により時間的・地域的な軌跡差

を同一フレームで比較可能にした点で貢献する。

以下、本章では企業全体発明、画像診断発明、AI
適用発明の比較結果を踏まえ、画像診断機器技術

と AI 技術の融合についてイノベーションおよび
政策・経営の観点から議論する。 
 
4.1. 時間的ダイナミクスと技術政策への含意 

期間区分による分析では、第 3期から第 4期に
かけて多くの企業で AI 注力度が急増した。これ
は深層学習の普及と規制承認過程の進展[2]が企
業戦略のシフトを促した可能性を示唆する。すな

わち、技術的ブレークスルーと制度的変化（規制・

承認環境の整備）は相互に作用し、企業の投資・

出願行動を変えうる。本研究はこの相互作用の一

例を提示しており、政策的には研究開発支援に加

え、承認・実装環境の整備を通じて産業構造に影

響を及ぼすことが示唆される。 
 
4.2. 企業戦略と地域差 

出願国別の分析は、企業ごとの地域戦略差を明

確にした。フィリップスやシーメンスは本社国以

外でも AI 関連特許を国際展開しており、国際的
権利保護を重視する知財戦略がうかがえる。一方

でキヤノンは国内寄りの出願が多く、AI比率が相
対的に低かった。AI特許取得動向が一部の大手多
国籍企業に集中する現状は、技術開発者とユーザ

ー、既存企業と新規参入企業間の情報・権力非対

称性の問題を示唆しており、政策立案者の関心事

項になっている[9]。地域ごとの知財戦略は、国際
的プラットフォーム志向か国内市場重視かとい

った企業の戦略的ポジショニングを反映してお

り、標準形成や参入障壁に影響を与える可能性が

ある。 
 
4.3. 既存技術と AIの技術融合の類型化 

図図  33    AAIIココアア発発明明とと画画像像診診断断発発明明のの比比率率とと AAII適適用用発発明明とと画画像像診診断断発発明明のの比比率率（（出出願願国国別別））  
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本研究の結果を踏まえ、企業の技術融合パター

ンを三類型に整理した。 
（a）AI基盤技術注力型：A群比率が高く、基盤

育成に注力する企業（例：GE・シーメンス） 
（b）AI応用技術注力型：B群比率が高く、応用

実装を重視する企業（例：富士フイルム、フ

ィリップス） 
（c）既存技術寄りの融合型：画像診断注力度が

高く、B 群中心の応用寄与が顕著な企業
（例：キヤノン） 

先行研究が技術融合の非直線性や補完性を指

摘しているのに対し[8]、本研究から得たこれらの
類型は、技術融合が単なる統合ではなく「基盤育

成」か「応用実装」かで企業戦略に結び付くこと

を示す。実務的示唆として、(a)型は横展開や標準
化で優位を取りやすく、(b)/(c)型は製品差別化や
迅速な市場投入に有利である可能性がある。 
 
4.4. 本研究の制約（Limitation） 

本研究は特許データに依拠しているため、営業

秘密や非特許化の活動は捉えられない点がある。

また、企業グループ全体を対象としたため医療直

接関連外の特許が含まれることや、件数ベースの

比較に留まり特許の質（被引用数、ファミリー規

模、クレーム範囲など）や製品化との関連を十分

には評価していない点がある。さらに、出願と製

品化・臨床実装の間には時間差が存在するため、

出願動向が直ちに市場実装を意味しない点にも

留意が必要である。以上は解釈上の重要な留意点

である。 
 
5. 結論 

本研究は、同一機能の画像診断製品を手掛ける

主要 5社の特許出願年・出願国を比較することで、
企業ごとの技術軌道を可視化し、画像診断機器技

術と AI 技術の融合に向けた特許戦略に複数の類
型が存在する可能性を示した。具体的には、AI基
盤技術に注力する企業、AI 応用に注力する企業、
既存技術を基盤に応用寄りに注力する企業とい

った分類が観察され、それぞれが異なる競争優位

の獲得経路（標準化・横展開、製品差別化、国内

市場重視、等）に結び付くことが示唆される。今

後の研究では、被引用数・ファミリー規模等の特

許品質指標や製品承認情報との突合、さらに新規

参入企業や臨床導入の定性的事例を加えて分析

することを予定している。 
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